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平成２１年度職業紹介事業報告の集計結果について（速報版） 

 
  職業紹介事業の事業運営状況については、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号。

以下「法」という。）第 32 条の 16（法第 33 条第 4 項、法第 33 条の 3 第 2 項及び

法第 33 条の 4 第 2 項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、職業紹介

事業者から年度毎に「職業紹介事業報告」が厚生労働大臣に提出されているところ

である。 

  平成 21 年度において職業紹介事業を行い、平成 22 年 4 月 30 日までに報告書を

提出した職業紹介事業所のうち、有料職業紹介事業所 12,204 事業所、無料職業紹介

事業所 570 事業所の事業運営状況について、今般、速報値としてとりまとめたので、

その概要を公表する。 

 

【概要】 

１ 新規求職申込件数・・・ 約２９８万件（対前年度確報値比   3.0％減）

    （１）有料職業紹介事業   2,806,220 件（対前年度確報値比  1.5％減）

    （２）無料職業紹介事業     172,770 件（   同     22.3％減）

 

２ 求人数（常用求人）・・・ 約１４８万人（対前年度確報値比 61.6％減）

    （１）有料職業紹介事業     1,087,191 人（対前年度確報値比 43.6％減）

    （２）無料職業紹介事業      393,749 人（   同     79.6％減）

 

３ 就職件数（常用就職）・・・約３０万件（対前年度確報値比  27.2％減）

    （１）有料職業紹介事業     272,147 件（対前年度確報値比 27.3％減）

    （２）無料職業紹介事業        29,744 件（   同     26.6％減）

※ １から３の数値は、特別の法人の行う無料職業紹介事業及び地方公共団体の行う無料職

業紹介事業を含まないものである。 

※ 今回の速報値は、平成22年5月20日までに都道府県労働局から厚生労働本省に送付された

報告書（提出率約７割）の集計結果であり、その後の提出分も含め、最終的な精査を終

えた確定値は、例年発表している手数料収入、国外にわたる職業紹介状況等を含めて本

年10月に発表する予定である。 

※ 速報値は今年度初めて公表するものであり、前年度と対比できる数値がないため、参考

として前年度確報値と対比させているものであることに注意が必要。 



　（１）　新規求職申込件数の年度別推移

※平成２１年度（速報値）における対前年度増減率（％）は、前年度確報値と対比させているものであり、参考値である。

　（２）　常用求人数の年度別推移

（注）常用求人数は、４か月以上の期間を定めて雇用されるもの又は期間の定めなく雇用されるものをいう。

※平成２１年度（速報値）における対前年度増減率（％）は、前年度確報値と対比させているものであり、参考値である。

　（３）　常用就職件数の年度別推移

（注）常用就職件数は、４か月以上の期間を定めて雇用されるもの又は期間の定めなく雇用されるものをいう。

※平成２１年度（速報値）における対前年度増減率（％）は、前年度確報値と対比させているものであり、参考値である。
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　（４）　臨時日雇求人延数の年度別推移

※平成２１年度（速報値）における対前年度増減率（％）は、前年度確報値と対比させているものであり、参考値である。

　（５）　臨時日雇就職延数の年度別推移

※平成２１年度（速報値）における対前年度増減率（％）は、前年度確報値と対比させているものであり、参考値である。

（△31.5）

（注）　臨時日雇就職延数は、雇用期間が４か月未満のものをいう。
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（注）　臨時日雇求人延数は、雇用期間が４か月未満のものをいう。
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